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1  住民参加と情報公開制度 

周知のごとく． わが国の憲法では。 「地方公共団体 

の組織故び運営に 関する事項は ，地方自治の 本旨に花 

づいて， 法律でこれを 定める．」 。 第 92 条， と 規定して 

いる． また地方自治法では ， - この法律は， 地方自治 

の本旨に基づいて。 地方公共団体の 区分並びに地方公 

共団体の組織及び 運営に関する 事項の大網を 定め ， 併 

せて国と地方公共団体との 間の基本的関係を 確。 する 

ことにより． 地方公共団体における 民主的にして 能率 

的な行政の確保を 図るとともに ， 地方公共団体の 健全 

な発達を保障することを 目的とする．」 ( 第 1 条， と 定 

めている． ここで「地方自治の 本旨」 とは． 憲法が保 

陣する 地 刀自治の根本的な 原理。 理念， または精神を 

意味するものであ り， いわぬる大陸型の「団体日活」 

と 芙 木型の「住民自治」という 2 つの原理 - から構成さ 

れている・ 

「団体自治」は ，法子 き的 意義における 自治とも呼ば   

れ， 主に国に対して 法的に独立 - した自治体の 存在を詔 

め 。 それに十分な 地方自治権 を保障するという ，村外 

的自治の原理であ る '   . それは，地方自治法で 規定す 

る「 国 と地方公共団体との 基本的な関係」と 密接に関 

連するものであ り， 地方公共団体が -- 団体として自立 

  性，独白性をもち ，国の十渉や 関与からできるだけ 触 

立であ ることを意味している． しだがって， このよう 

な「団体自治」が 成立するためには ， 首長の公選や 地 

方公共団体に 対する課税権 の付与。   形 八的条件 ) 及び白 

毛財源の確保 ( 実質的条件 -) が必要となる '   . 

他方， " 住民自治」は ， 政治的意義における 自活 と 

も u 平 ばれ， 自治体の内部自治のあ り方にかかわり。 自 

治体の政治行政がなるべく 直接に住民の 意思に基づい 

て行われるべきことを 意味する． 地方自治・自治体イ   ナ 

政では，議会制間接民主主義と 並んで直接民主主義も 

基本になっている ， " に住民自治の 特色があ る "   . これ 

は 地   万曲活法にいう 「 地   万分   共 団体の民主 - 的にして能 

率的な行政の 確保」と関連があ り・地方公共団体が     

組織として民主的に 運営されることを 求めるものであ 

る． したがって． 「住民自治」 成 。 ．のための形式的矢 

件は ，現行の議会制度及び 予算制度のうちに 備わっで 

おり， 実質的要件は ， 住ドの選 好にできるだけ 払 づい 

て効率的行政を 実施することであ る ぃ ． このように地 

方自治は， 団体自治と住民青治から 構成されるもので 

あ るが， 団体 白 治は住民団治を 実現するための 手段と 

して 位費 付けられるべきものであ って， 地方円治の核 

心はなによりも 住民自治にあ るとされる -     

このような住民自治をより 允文 し ． 油性化するため 

には， 何民 参加の積極的な 活用が小町夫であ る． 住民 

参加は， 主権 者であ る住民がその 生活に影響を 及ぼす 

政策の決定， 及び執行過程に 直接参加することであ る   

こうした 住 Ⅳによる行政参加の 制 G 的 仕 細みには， 住 

此の直接請求，住民監査請求， 住民訴 ", 住民投票な 

どの諸制度のほかに ， かつての 飛 品田市政における 

「   - 万人市民集会」， 「市政モニター」， 「市長への手紙」， 

「住民集会」などの 広報・ 公聴 行政があ げられる。   ． 

住民参加の重要，性については。 先の「新行革審谷 

中」でも， 地方円 治 体の白色改革との 関連で主張され 

ているところであ る．すなわち ，住民の参加と 監視機 

能の充実は． 行 財政改革推進の 見地のみならず． 地域 

行政の活性化にとって 小町 欠 な探題であ り， 作 上 せ への 

，情報提供の 拡充． 監査委員制度の 活 T 光比． 住民の参加 

機会の拡大等を 通じて， 住 此の選択と責任の 原則の - 「 

に多様な地域行政を 展開することを 捉苫 している，． 

しかし。 こうした主権 者たる住民の 地域行政過程へ 

の実質的な参加を 促進するためには ， 地域 行 財政に関 

する情報公開制度の 確立 - が 小町 欠 な前提条件となる． 

ド哺軸 なくして参加なし」といわれるように ， 行 財政 
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情報の公開によって ，住民は自治体の 現状と諸問題に 

対する理解を 深め， より的確な判断と 行動が可能とな 

るのであ る． しかもそれによって 直接請求，監査請求， 

住民訴訟など 各種の制度が 保障する住民の 権 利を有 

効・適切に行使することも 容易となるからであ る． 

住民参加の前提となる 情報公開制度は ，一般に住民 

の「知る権 利」を保障する 制度であ るといわれる． こ 

れまで「知る 権 利」をめぐって 多様な議論がなされて 

きたが， それは (l@ 現の自由の背景としての「知る 権 

利」と (2@ 政権 を保障するための「知る 権 利」という 

2 つの考え方に 整理されうる 田 ．前者は，憲法が 保障 

する表現の自由と 表裏 一体のものとして ，国民大衆が 

報道， 出版等の活動を 通じて流される 情報を国家権 力 

の妨害を受けずに「知る 権 利」が保障されているとす 

るものであ る． これに対して ，後者は，国民が 主権 者 

として生活又は 行政の意思決定過程に 実質的に参加す 

るには， その前提として 国政について 十分知り得る 叫 k 

態になければ ，妥当な判断ができないとするものであ 

る． 

こうした参政権 を保障するための「知る 権 利」に 杓 

わって， 臨時行政調査会の 行政改革に関する 第 5 次 答 

中 では， わが国において ，行政情報公開への 関 ，しが 高 

まってきた背景について ，次のように 述べている．す 

なわち， それは，社会全体の   清軟化の進展及び 行政機 

能の拡大により ，行政機関に 大量の情報が 集積したこ 

と， 及び国民の行政情報に 対する関心と 行政過程への 

参加意欲とが 高まっているという 状況の変化であ る． 

しかし 回答申では， わが国における 情報公開の現状 

は ， その内容，方法，体制等が 必ずしも十分ではなく   

国民の需要に 答えたものとなっていないと 指摘し 国 

民からの要求を 待つまでもなく ， 国民にとって 必要か 

つ有用な情報を 自主的・能動的に 提供する努力を 要求 

している． そして行政情報の 公開に関しては ， より 一 

層 公正で民主的な 行政運営を実現し 行政に対する 国 

民の信頼を確保するという 観点から，できるだけ 幅広 

く改革のための 方策を検討することが 必要であ る， と 

提言している 91. 

このような 同 レベルでの情報公開の 現状に較べて ， 

地方自治体レベルでは ，既に 1982 年 4 月に m 形 県会 m 

W が，わが国最初の「金山 W 公文書公開条例」を 制定 

している． また都道府県レベルでも 1982 年 10 月に神奈 

川 県が，「神奈川県の 機関の公文書の 公開に関する 条 

例 」を制定した． そして 1990 年 4 月までに 167 の自治 

体 @6 道府県 31, 市町村 116, 特別区 20) において情報 

公開条例が制定されている。 0,. 地方自治体の   情報公 

開制度がこのように 上ヒ 較 的容易に導入されたのは ，① 

国にはみられない 多数の直接民主主義制度が 設けられ 

ており， 住民の行政への 参加についての 制度的仕組み 

と 経験があ ること，②地方公共団体が 保有する情報に 

は， 外交， 防衛等の国の 存在に直接関係する 文書がほ 

とんど存在せず ，住民に身近な 生活情報が多 い こと， 

③現行法制度の 枠組の範囲内での 制度化であ ることな 

どが指摘されるⅢ． 

さて， 以上のような   情報公開制度とは 別に，現在， 

行政機関は国民に 対して，次のような   情報の公開を 制 

度的に保障している ， 2,. すなわち，①広報・ 公職業 

務， 白書類の刊行を 行 う 広報サービス ，②文書閲覧 窓 

口 制度， 国立公文書制度など ，国民の求めに 応じて行 

う行政運営上の 情報提供施策， 及び③法令に 基づく財 

政状況や総合計画等の 公表，文書の 公表，閲覧，縦覧 

などの情報公表義務制度であ る， そこで次節では ， こ 

れら既存の制度のうち ，地方自治体レベルにおける 財 

政情報に関する 公表義務制度を 取り上げ， それが住民 

参加の前提となる 情報公開の制度として ，住民の「知 

る権 利」をどの程度，保障しているかを 検討すること 

にしたい． 

Ⅱ 公表義務制度と「財政のあ らまし」 

わが国の地方自治法では ， 財政情報に関する 公表義 

務制度として ，。   1   予算要領の公表 ( 第 219 条Ⅲ ), 。   2 快 

算 要領の公表 ( 第 233 条 V), 及 び 3 肋政 状況の公表 ( 第 

243 条の 3) を地方自治体に 要求している． また地方公 

営 企業法でも業務状況の 公表 ( 第 40 条の 2) を公営企業 

に 要求しているが ，以下では，一般会計及び、 、 わゆる 

官庁会計方式を 採る特別会計 ( 以下，普通会計 ) を中心 

に，財政情報の 公表義務制度について 考察することに 

したい． 

まず予算要領の 公表とは， 自治体の長が 議会の議長 

より予算の送付を 受けた場合に ，再議その他の 措置を 

講ずる必要がないと 認めるときは ， 直ちにこれを 上級 

官庁の長に報告するとともに ，その要領を 住民に公表 

することをいう． また決算要領の 公表とは， 自治体の 

長が，決算の 認定に関する 議会の議決があ った時は， 

その議決とともに ， 決算を上級官庁の 長に報告し か 

つその要領を 住民に公表することであ る． さらに財政 

」 犬 況の公表とは ， 自治体の長が 条例の定めるところに 
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より毎年 ? 回 以上，歳入歳出予算の 執行状況，財産． 

地方債及び -.     - 時借入金の現在高，その 他財政に関する 

事項を住民に 公表することであ る． これら㈹法定事項 

以外，条例により 何を定めるかは 各自治体㈲裁量に 任 

されている． 例えば「東京都財政状況の 公表に関する 

条例」では，上記事項の 他に都民負担の 概況及び公営 

企業の業務の 状況を掲。 げている．東京都の 場合． 6 月 

にはこ #L らの事項並びに 財政の運営方針及びその 動向 

を． また 12 月には同事項及び 前年度の決算㈹ 概況を明 

らかにする よう 要求している． なお，財政状況を 公表 

する場合に， その基礎となる 資料もあ れせて公表する 

よう 規定している． 

この ょ うな自治体レベルにおける 財政情報の公表義 

務制度は， 本来，歳入歳出予算， その執行     犬 況及び 執 

行 結果。 財産の ; 吠況 等を広く住民に 公表することによ 

って，主権 者であ る住民の行政参加，行政監視を 促進 

し，地方財政に 関する住民の 理解と協力を 得て， 民主 

的で健全な財政運営を 行うとともに ，民主的にして 能 

率的な行政を 確保しようとするものであ る． しかし， 

財政 ロ犬 況の公表の実態は ， その本来的な 趣旨とは苦し 

くかけ離れだものとなっている．すなわち ，地方自治 

体の姿勢は，法が 義務制度として 強制しているために ， 

」 @- れなく公表するというものであ り， そこでは， 白ら 

進んで当該自治体の 財政実態を開示し 住民の行政 参 

加 ，行政監視を 促進し 開かれた行政を 実現しょうと 

する姿勢は全く 見られないのであ る． 

例えば， 広報で市の財政状況を 公表している K 市の 

場合， 6 月の広報では ， 前年度下半期の --   , 般 会計，特 

別会 目 - 故び企業会計の 予算の執行状況，私有財産の 現 

況 ，市債の現在高等を 公表しているが． そのスベース 

はわずか 2 頁であ る． または月の広報でも ， 前年度決 

算大沢と本年度上半期の 予算 執ヂ 引火 況 ，市有財産の」大 

洗 等を 6 月の場合とほぼ 同じスベースで 掲載している   

そこでは， - 般 会計決算額は 歳入歳出合計額とその 内 

訳，市民 -- 人 当たりの歳入歳出明細，特別会計決算額 

は会計区分ごとの 収入・支出決算額とその 合計額， そ 

して企業会計決算額に 至っては，事業別の 収益的収支 

と資本的収支のみで ， 貸借対照表も t 員益 計算吉も開示 

していない． また市有財産の 現況も建物及び 土地はす 

べて物量単位で 表示され，有価証券及び 基金は一括し 

て総額で表示し 市債は一般会計 債と 事業債の内訳明 

細と合計額を 開示するにとどまっている． 

K 市の財政状況の 開示は ， - 応 最低限の法定事項は 

充足しているものの ， 全体的に甚だお 粗末であ り， ; 下 

実上 ， 財政， 陪 報の公開になっていないといえよう． し 

かし これは K 市のみにみられる 特殊ケースではない   

かって日本公認会計士協会・ 近畿 会 ・社会会計委貝金 

が 大阪府下 30@   。 大阪府を除く ) について行った 財政 : 吠 

況 に関する実態調査でも 同様な結果が 報古されでいる 

  
  このように 地万 財政に関する 公表義務制度は． 

少なくとも 地 万部市レベルでは ，住民の「知る 権 利」 

を保障する制度として 機能しておらず ， 自治体は住民 

に 対して会計責任を 十分に果たしていないといわざる 

を得ない． 

これに対して ，東京都，横浜市，大阪市及び 神戸市 

といった大郡山 の 「財政のあ らまし ] は， 表示方法． 

表示事項等に 関して 目旧体 間で若七の相違があ るもの 

の ， いずれも多くの 図表・グラフ 等を用い， また参考 

資料・付表を 添附してそれぞれの 財政 甲 情を詳細に・ 報 

舌 している ぱ ; 利 -1 及び 2 を 参月 "). ここでは， これら 

地方自治体の「財政のあ らまし」を詳細に 比較検討す 

る余裕はないが． 最も大部の報告 吉 ( 1 一 86 頁，を公表 

している大阪市。   平成 2 年 ¥2 月，のそれを 取り上げ， そ 

の概要を紹介すれば ，大略次のようになる "   . 

① 同市の歳入構成比の 推移．経常的経費と 市税の 

伸びの比較， 国 ・地方における 租税の配分」 犬況 ， 同 

視 ・地方税の構成比較． 地方税の伸び 率比較等を図式 

や グラフで 明 /J; し 大都市税財源の 充実強化の必要性 

を強調する． 

・② 前年度決算の 概要として，主要卒業の 成果をキ 

業項目別に概要を 説明したのち ， "- 般会計と 20 の特別 

合引・ ( 政令等特別会計Ⅱ， 準 公営 企笑 会計 4, 公 ， お - 企 

業会計 4 故び公債 費 会計 1 ) の歳入歳出決算額の 内訳 

明細を - 賞 表ボするとともに ， 若ド の 補足説明を加え 

サい ，に る ． 

③ 上半 - 期の歳入歳出予算執行状況 は ついては，     

般 会計及び政令特別会計の 予算税額． 執行満額． 丘算 

残額を蔵 人・歳出科目別に - 覧 表示している． 

④ 財産・公有財産，物品，債権 及び基金はすべて 

金額で表示 ), 市債 [   会計 別 ，借入先別に 明年 m を 衷 ;) 「， 

一時借入金の 現在高， 債務負担行為の 状況。   ボ項 ごと 

に 限度額， 契約金等を明示 ) 及び市民の負担     吠況 をし 

めす． 

⑤ 準 公営企業及び 公営企業の上 - 半期の業務状況に 

ついて， 答申 装 ごとの概況， 損益計算 苦 ． 貸 f:: ょ ・ ケ照 表   

企業 債 等の現在高及び 業務の犬沢を 悦 明している   
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以上のようなわが 国の「財政のあ らまし」に対して ， 

ァメリヵや イギリスの自治体では ， どのような財務報 

吉が 行われ。 それはどのような 特徴を有するのであ ろ 

ぅか ． アメリカの場合，州及び 地方政府の会計及び 財 

務執行 は ，各州等の財政関連諸法規及び 公会計基準 審 

議会 (GASB) の「基準 書 」に準拠して 行われている 
  

  またイギリスでは ， 地方自治体の 財務諸表に対 

する法律上の 要求は「計算書類及び 監査に関する 規 

則」に よ り， また財務諸表作成のための 会計原則及び 

実務は「地方自治体会計実務コード」で 規定され。 さ 

らにこれら両者が 規定する枠組みは ， 自治体に対して 

標準会計基準書の 適用を勧 吉 する実務 書 (SOJRP) によ 

り補完されている。 6). 

例えば，サンフランシスコ 市 ・郡の 1986 一 87 年度の 

包括的年次財務報告書 ( i 一 105 頁Ⅰは，序論区分 ( i 一 

xlV Ⅰ， 財務区分 (2 一 90) 及び統計区分 (92 一 105) から 

構成されているⅢ． このうち財務区分では ，。 1 濫査 

報告書，・   2 縮合財務諸表，。 3 結合基金，個別基金，勘 

定グルーブの 財務諸表及び 付属明細表を 表示している   

そして。   2. の結合財務諸表には ，①すべての 基金及び勘 

定グループを 結合した結合貸借対照表，②すべての 政 

府基金と支出可能信託基金を 結合した結合収支・ 基金 

残高変動報告書，③一般基金と 特別収入基金の 予算と 

実績を上 ヒ校 した結合収支， 支出負担行為及び 基金残高 

変動報告書，④すべての 事業基金と類似信託基金の 結 

合収益・費用及び 留保利益 / 基金持分変動報告書，⑤ 

すべての事業基金と 類似信託基金の 結合財政状態変動 

報告吉及び結合財務諸表に 対する注記 ( 報告実体の説 

明から後発事象まで 14 項目 ) が含まれている． なお， 

・   3   の財務諸表及び 付属明細表の 細目は省略することに 

する． 

次に， イギリスの場合， バーミンガム 市の， 1988 一 89 

年度の年次報告書 ( 1 一 9.3 頁 ) に よ り，財務報告 (70 一 

g0) の概要を示せば ，次のようになる℡．市の 財務部 

長に よ る序文 ( 財政活動の総括と 展望Ⅰに続き ， ①会計 

方針の説明 ( 経常収入・支出，債務の 償還，資本資産。 

資本収入及び 流動資産に区分して 主要な会計方針を 説 

明 ), ②一般地方税基金の 経常収支計算書 ( 委員会単位 

の 経常収支と純支出， 他の基金からの 振替， ブロック 

補助金，地方税収入計算からの 振替，地方税基金残高 

の内訳明細等を 前年度との上 ヒ 紋形式で表示 ) 及びその 

注記。 ③資本収支計算書 ( 委員会単位の 資本支出額 及 

びその調達財源を 源泉別に住宅，教育，社会サービス 

等 6 つのブロックに 区分して表示 ), ④連結貸借対照 

表及びその注記，⑤連結経常収支及び 資本収支計算書， 

⑥公営住宅，直営工事部， ケイタリング ， 及び国内展 

示センタ一の 収支計算書，の 一般地方税収入計算書， 

⑧住民に対する 貸付資金の収支計算書，⑨連結ローン 

基金の収支計算書，⑩資本基金の 収支計算書，及び⑪ 

監査報告書を 掲載している ，。 ， ． 

以上のような ァメリヵ 及びイギリスにおける 地方自 

治体の財務 報吉 とわが国のそれとを 上ヒ敵 してみると， 

次のような問題点が 明らかとなる． すなわち， わが国 

の「財政のあ らまし」 ( 普通会計の場合 ) には，・   1 結合 

貸借対照表又は 連結貸借対照表，・   2 幡常 収支計算書， 

及び   3   年 要 な会計方針などは 掲載されておらず ， また 

。   4   ト部の大都市を 除き。 公有財産及び 物品はすべて 物 

量 単位による表示であ り， さらに、 5 濫査 報告書も添附 

されていないのであ る． このような極めて 不備・不完 

全な財務報告は ，営利企業では 全く考えられないこと 

であ るが， これが地方公会計の 現実の姿なのであ る． 

財政情報の公表義務制度が ，住民の「知る 権 利」を保 

障する制度として 有効に機能していない 場合，住民の 

積極的な行政参加や 行政監視を促進し 開かれた行政 

の実現を期待することはできないであ ろう． しかし 

これは単に公表義務制度のみの 問題ではなく ，わが 国 

地方自治法上の「決算」制度そのものに 係わる問題で 

あ る．そこで次節では ，地方自治体の 普通会計におけ 

る「決算」制度について 考察し その意義と問題点を 

明らかにしたい． 

Ⅱ 「決算」と会計責任 

わが国の地方自治法では「決算」について ，次のよ 

うな規定を設けている． すなわち，地方自治法は ， 出 

納長又は収入役に 対して，毎会計年度，政令の 定める 

ところにしたがって ， 決算を調製し 出納の閉鎖後 3 

箇月以内に，証書類その 他制令で定める 書類とあ わせ 

て，地方公共団体の 長に提出することを 義務づけてい 

る ( 第 233 条 T). 

周知のごとく ，営利企業における 会計決算は， 一定 

期間の経営成績と 一定時点の財政状態を 明らかにする 

ために， 当該企業の損益の 計算とともに ， その資産， 

負債及び資本の 額を計算確定することであ る． ところ 

が，地方自治法でい う 「決算」とは ，歳入歳出予算の 

執行状態を明確にするための 予算対比の決算であ って， 

いわゆる会計決算ではない．すなわち ， それは。 一会 



住民自治と情報開示制度 ( 隅田 一 豊 ) (199) 89 

計 年度における 蔵 人歳出予算額とその 執行結果の実績 

額 とを計数的に 表示する「歳入歳出決算 苦 」のことで 

あ る・ なお，政令では． 「決算」の調製を 蔵 人歳出予 

算 (   款及び 項 ) のみに限定しており ，第 166 条 1 ), % ボ # 売 

費 ，繰越 明許費 ，債務負担行為，地方債． - 時 借入金 

等については ， その調整を要求していない． 

このような「隷人歳出決算 吉 」に添附される 苦類 と 

して，政令では ，次のものを 規定している．すなわち ， 

各会計ごとの 歳入歳出決算の 内訳明細田及び   節，を 明 

らかにずる「歳入歳出決算事項 利 明細書上 谷 会計ご 

とに成人歳出の 総額．成人歳出差 別額 ， " 年度に繰り 

越すべき財源を 示し 当該会計の単年度の 実質収支を 

明らかにする「実質収支に 関する調書」，及び 公有財 

産，物品，債権 及び基金の双年度末現在高，決算年度 

中の増減 高 並びに決算年度末現在高を 明らかにする 

「財施に関する 調吉 」であ る ( 第 166 条 D). しかし こ 

れらの書類は ，議会における 認定の対象とはなってい 

ない． 

地方円活法では ，決算 菩 故び政令で定め @05% 類 につ 

いて監査委貝の 審査を受けること ， 及び審査を受けた 

「決算」は，監査委員の 意見を付けて 議会の認定に 付 

すことを要求している @233 条Ⅱ及び   m). ここで注 

目すべきは， 「決算」の認定は 予算の議決とは   異なっ 

て． その効力発生の 要件ではなく ，   チ 算 執行の結果の 

確認行為であ るとされ， したがって，決算の 認定がな 

くても決算の 効力には影響がないという   占であ る ",   . 

なお，議会の 認疋を経た「決算」は ，上述のごとく ， 

- ト 級 官庁の長に報告され ， かつその要領が 住民に公夫 

されるのであ る。   第 233 条Ⅵ． 

さて．以上のような 現行の「決算」制度がやんでい 

る 第 1 の問題点は，経常収支計算 苦が 存在しないとい 

う点にあ る・既に別 稿 Ⅲで指摘したよ う に， 普通会 

計は， 会計処理の基準として 基本的には現金主義を 採 

用し 各会計年度の 歳入歳出を現金収支に 基づいて処 

理．している． そこでは単式簿記によるために 経常収支 

と資本収支とは 区別されず， 当該会計年度の 支出はす 

べて経費 (   例えば，総務費・ 土木 費 ，民生 費 ．教育費 

なⅥとして処理．される ， したがって，歳入歳出予算 

の 執行結果の実績を 表示する「歳入歳出決算 吉 」は， 

当該年度における 活動成績，すなわち ，蔵 人歳出の適 

正な期間対応を 計算・表示する 経常収支計算書とは 異 

なるものであ る・つまり，現行制度上 ヴ ) 「決算」は当 

該年度における 不適性なフロー   情報しか表示しないと 

いうことであ る． 

第 2 の問題は， ストック情報・ 特に貸借対照表が 作 

成されないという 点にあ る．現行制度下では ，上述の 

ごとく， ストックに関する・ 情報として「 財 確に関する 

調書」が作成されるが ， この調書では ，有価証券， 出 

資金，債権 など - 部の財産のみが 金額泰示されるにと 

どまり， 大部分の公有財産や 物 ，，は 物量単位で表 2J; さ 

れており． ストック，同軸としては 極めて不完全なもの 

であ るといわざるをえない・ また普通会計では。 単 ・ ゴや 

簿記に基づく 現金収支会計を f 采別 しているために． ス 

トック (H す産 ，と フロー ( 現金収 封じ 関して有機的な 関 

連をもった貸借対照表と 経常収支計算苦を． 会計帳 簿 

から誘導的に 作成しえないという 問題をもっている． 

もちろん，地方自治体では ， 当該年度に経費として 処 

理したストック げ : 有財 桂皮 び   物品，の管理処分に 関し 

て 詳ポ f な 規定を設けて ，物的な管理，を 行っているが． 

これらの財産は 決算 吉に 表ボされていないために ， そ 

の管理．・保全は 金銭のり r. 支に比べて     - 般的に軽祝され 

がちであ る． 

以上 - のごとく， 現行制度下では． 宇実 上， 財務 報肝 

害 としては不完全なフロー 及びストッ グ 情報，すなわ 

ち， 「蔵 人歳出決算 苦 」 と「 財 確に関する 調苦 」 しか 

作成されていないのであ る．特にストックに 関する財 

務情報が欠如し 地力自治体の 財政構造の実態が 適切 

に 開示されない 場合． スト， ク 面からの財政分析が 不 

Ⅱ 能 となり，健全な 財政運営を行 う 上で， また地方自 

治体が社会資本の 整備を進める 上 - でも重大な支障を 生 - 

ずることになる． こうした状況を 改善するために ，例 

えば， 地方自治協会の 研究報告書では ， 決算統計に 桂 

づく貸借対照表皮 び 収支計算苦の 作成を提 有 している 

  
  しかし． かかる提案は． 当面の対応策と         

評価されるべきものであ るが。 問題の根本的な 解決策 

とはなり得ない． 問題の根本的な 解決のためには「 決 

算 」制度を含めた・ 地方公会計制度の 抜本的な改革が 

不可欠であ ると考えられる． 

かって， 地方財務会計制度調査会谷中 ( 昭和 37 年 - 3 

月，は， 「地力公共団体の 活動が会計年度をこえた 艮 期 

の継続的な 申莱に及 んでいる今日，地方公共団体の 財 

務の実質も継続的，性格を 有するものとなってる 宇 実を 

否定することはできない． この事実を体系的に 説明す 

るための会   計 記録と 「決算 ] なくして， 。 の意味の 

「会計責任』を 果すことはできない．」と 制度改苦の必 

要性を主張した． この答申では ， 会計責任の内容につ 
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いての具体的な 論及がないため ，「真の意味の『会計 ら個人を保護することに 注意が払われているのに 対し 

責任 ] 」が何を意味するか 必ずしも明らかでな い ． し て，政治的会計責任及び 管理的会計責任は ，基金がな 

かし この答申では。 「会計決算」制度の 導入とそれ ぜ 特定の方法で 支出されたのか ， またその支出に ょっ 

に 基づく「決算報告書」として ，「予算決算書」，「 期 てどんな成果又は 便益がえられたかを 説明することに 

間 収支・剰余金処分計算書」及び「資産・ 負債 表 」の 関係があ るとする   

作成を提言している． このことは，地方自治体の 会計 こ 欠に。 P. Day 及び R. 付 ein は，単純なアテネ 国家 

責任は，これらの 報告書の公表によって 果されうる， から複雑な現代福祉国家又はサービス 提供国家に至る 

ということであ ろう   会計責任の歴史的な 発展過程 ( 第 1 図参照 ) について 考 

わが国の地方自治体における   情報開示制度の 改革を 察したのち，会計責任の 多様な次元と 属性を次のよう 

考えるとき，会計責任の 概念は極めて 重要な意味をも に整理している ， 4,. 先ず，彼等は 会計責任を政治的 

っ ものと思われる・ けだし会計責任の 概念をどの ょ 会計責任と管理的会計責任とに 区分する．前者は ，権 

うに規定するかによって ，公表される 財務報告の内容 限，を委譲された 人々が，単純な 社会では直接的に ，ま 

は 異なったものとなるからであ る．そこで以下では ， た 複雑な社会では 間接的に民衆に 対してその行動につ 

主にイギリス 及びアメリカの 文献を中心に ，分目 0 音 は門 いて責任を負うということであ る．これに対して。 後 

における会計責任の 一般概念について 考察することに 者は， f 権 限を委譲された 人々が ，合意した業績基準に 

したひ   従って合意した 課業を遂行することに 責任を負、 うとい 

先ず， JohnJ. G け nn に よ れば，公的部門の 会計責 ぅ ことであ る   

任 とは，政策を 立案しかっ遂行する 責任者が有権 者 管理白 9 会計責任は多くの 次元を有しているが ，慣習 

にその行動を 説明しなければならない 義務であ る， と 的には財務，プロセス 及びプロバラム 会計責任として ， 

定義される 23,, 彼は，この公的部門の 会計責任を ， あ るいは会規 性 ，効率性及び 有効性監査として。 次の 

D. Heald が展開した政治的会計責任， 管理的会計責 こどく区分される． 

任及び法的会計責任と ， B. Smith の g つの会計責任 。 1, 財務 / 合規性 会計責任 これは貨幣が 適切な 

に関する見解を 組み合せて，第 1 表のように示してい ルールに従って ，合意した通り 支出されていることを 

る ・ここでは，法的会計責任は 王に行政上の 裁量権 か 保証することであ る・従って，これは ，資源又は管理 

第 1 表 公的部門における 会計責任の概俳 

区 分 下位区分 

1  政治的会計責任 。   、 ， 憲法白 9 会計責任 一議会制度の 特質 

、   b, 地方分権 的会計責任 一例えば，地方自治体への 統制及び会計責任の 委譲 

      協議的会計責任 一 「利害関係者」及び「圧力団体」の 関与 

Ⅱ 管理的会計責任 ・   a, 商業 白り 会計責任 一 予算支出ではなく ，利用者の料金によって 資金調達す 

る 公的所有の組織 

・   b. 資源的会計責任 一 適切な予算統制の 枠組み設定によって 非営利実体の 効 

率 性及び有効性を 促進する管理実務を 採用すること 

，   。 ， 専門的会計責任 一 公的部門で雇用された 専門家に よ る自己規制 

m  法的会計責任 円 司法的会計責任 一 権 利を害された 個人の煽動による 行政行動の調査， 判 

決は法令に従い 急進的なものであ ってはならない 

。 b) 準 司法的会計責任 一例えば，再審裁判所に よ る行政上の裁量権 の統制 

。 。 ) 手続 的 会計責任 一 外部機関，通常はオンブズマンによる 決定の再調査 

資料出所 :John  J.Glynn, 砕 ・， 仮 pp.18 円 9   
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第 1 図 会社 甘任の モデル 
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資料出所 : P. Day  and  R. 則 ein,op. citrp. l1   

の 適切なインブットが 政策又はサービス 提供機構の中 

に浸透していることを 検査することであ る． 

・   2, プロセスノ効率， 性 会計責任 これは． 所定の行 

動が遂行されていること ， 及び支出に見合った 価値が 

資源の利用において 達成されていることを 保証するこ 

とであ る． 従って， これは，適当なアウトブットが 産 

出されていること ， 及びインブットとアウトプットの 

上 ヒ 率が最適であ ることを検査することであ る・ 

・   3. プロバラム / 有効性会計責任 これは． 所定の 

行動又は資源の 投資が意図した 通りの結果を 達成して 

い ることを保証することであ る． しかし， これは， 意 

図したアウト ヵム が創造されているか 否か ， 望ましい 

影響が創造されているか 否か， という根本的な 問題に 

関係するものであ る． 

彼等によれば ， このような会計責任の 諸概念は単純 

な階層モデルを 構成しており ， その 頂 " に 位置する政 

治的会計責任は．政策目的を 設定しかつ管理的会計 

責任。 これは比較的単純な 財務 / 今焼 性 会計責任から よ 

り複雑なプロバラム / 有効， 性 会計責任まで ， またイン 

ブットからァィ ト カムにまで 及 んで い る ) の中立 - 的 ・ 

専門的なプロセスにおし 、 て 使用される基準を 創造する 

ものであ るとされる． 

ところで，アメリカでは ， このような一般概念とし 

ての会計責任については ，既に 1972 年 - に AAA の公的 
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部門委員会が 公表した報告書的において 言及されて 

いる． ここでは，政府概念のもとでの 基本的な責任の 

類型を次のように 3 つに 分類している． すなわち，議 

員の -.- 般民衆に対する 責任，行政府の 立法府に対する 

責任及び行政府内における 責任あ る官吏の上級管理， に 

対する責任であ る． もちろん，正規の 会計システムが 

これらの責任を 充足するに必要なすべての 情報を提供 

することはできない． しかし正規の 会計が役立ちう 

る領域は存在するとし 一般概念としての 会計責任を 

次のような 4 つの構成要素に 分析し検討している． 

すなわち，・   1   財務資源に対する 会計責任，。 2   性的要求 

及び行政政策の 誠実な遵守又は 固守に対する 会計責任， 

。   3 帖動の効率性及び 経済性に対する 会計責任。 及 び   4. 

成果，便益及び 有効性として 表現される政府のプロバ 

ラムや活動の 成績に対する 会計責任であ る． 

上記   1   吸び   2, は，先の Day および Klein の財務 7 合 

規性 会計責任に， また。   3, は， プロセスノ効率性会計責 

任に， さらに。   4, はプロバラム / 有効性会計責任に。 そ 

れぞれ対応するものであ るといえよ う ． 

AAA のこのような 会計責任の概俳は ， アメリカ会 

計検査院の「政府監査基準」 261( 以下，基準 ) におい 

ては，財務監査及び 業績監査として 規定されている． 

すなわち， ここでは，財務監査及び 業績監査は会計責 

任プロセスの 重要な構成要素として 位置づけら けてぃ 

る ・けだし，前者は ， あ る実体の財務諸表が 財務活動 

成績を適正に 表示しているか 盃か， 及びその他の 財務 

情報が設定された 基準に準拠して 提示されているか 否 

かほついて独立した 意見を提供するものであ り， また 

後者は・責任あ る官吏がどの 程度誠実に，効果的かつ 

効率的にその 責任を遂行しているかについて 独立した 

見解を提供するものであ るからであ る． この「基準」 

では財務及び 業績監査は ， 次のように規定されている   

。   1, 財務監査 これは①財務諸表監査と②財務関連 

監査を含んでいる・①では ，・   ィ @ 務諸表が一般に 認め 

られた会計原則 (GAAP) に準拠して財政状態， 活動 

成績，現金フロー 又は財政状態の 変動を適正に 表示し 

ているか否か ， 及び   ロ @ 体が 財務諸表に重要な 影響を 

及ぼす取引等を 法律や規則に 従って編成しているか 盃 

かを決定する． 

。   2, 業績監査 これには①経済性と 効率性監査及び 

②プロバラム 監査が含まれる．①では 次の事項を決定 

する・すなわち ，Ⅲ実体がその 資源を経済的かつ 能率 

的に取得し，保管しかつ 利用しているか 否か ， Ⅲ 不 

効率又は不経済な 実務の原因，及び   パ 実体が経済性及 

び 効率，性の間 題 に関して法律．及び 規則に従っているか 

否 かであ る． また②では，Ⅲ立法府又は 他の権 威あ る 

団体によって 設定された望ましい 成果又は便益がどの 

程度達成されているか ， 旧 組織， プロバラム，活動 又 

は 機能の有効性， 及び ハ @ 体が プロバラムに 適用可能 

な法律及び規則に 従っているか 否かを決定するもので 

あ る． 

以上明らかなこ。 とく， イギリス及びアメリカの 公的 

部門における 会計責任の概俳は ， ・   1@ 務， 合規性 会計 

責任・ 。 2 げ ロセス・効率性会計責任使 ぴ ・ i) プロバラ 

ム・有効性会計責任の 3 つほ ほぼ要約することができ 

よう， そこで次節では ， GASR の概念報告書第 1 号 

を中心に。 これらの会計責任を 評価するために・ 財務 

報告はどのような 情報を提供すべきか ，すなわち，政 

府の会計責任と 財務報告の目的について 考察しわが 

国地方自治体における 情報開示制度改革の 手掛りを探 

ることにしたい． 

M  会計責任と財務報告 

GASB は， 州及び地方政府実体 似下 ， 州政府等 ) 

に よ る一般目的外部財務報告の 目的を確定し ，政府型 

及び事業型の 両活動に適用するために ， 1987 年に概念 

報告書 第 1 号 「財務報告の 目的」 "( 以下，報告書 ) 

を 公表した・本報告書は 全国公会計審議会 (NCGA) 

の概念報告書， 8, にとってかわるものであ り，州政府 

等における現行の 基準や実務を 評価し将来の 財務報 

告基準を設定するための 枠組みとして 使用しうる概俳 

を規定している・ 従って，現行の GAAP は，本報告 

書の目的から 導出される原則と 一部矛盾するところが 

生ずるが，当面，現行の GAAP の変更等は要求しな 

いこととしている． 

さて， 報 吉書は，州政府等の 一般目的外部財務報告 

( 包括的年次財務報告書とポピュラー リボートを 含 

む一 第 2 表参照 ) に影響を与え ，かっその目的を 確定 

する際に考慮すべき 要因として，政府環境の 特性と財 

務邦吉利用者の 要求の 2 つ き 挙げている．そこで 以下 

では， まずこれら 2 つの要因について 考察することに 

したい． 

1. 報告書は政府環境の 主要な特性として。 次の事 

項を指摘している． 

。 1, 政府の構造と 政府が提供するサービスの 主要な 

特性 : ①代議制民主主義による 政治形態と行政府， 立 
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第 2 表 財務報告利用者によって 利用される情報 

  All@ Informa Ⅰ     on@ Used@ to@ Assess   

， Accountabi Ⅱ lV  and  九 Ⅰ akeResource 
Al Ⅰ   cati   n 、 Investment ， and@ Other@ DeCSons 

  All Financialヽeporting 
｜ 

 
 General@Purpose@External@ Financial@Reporting 

(includes@comprehensive@annual@financial 
report@and@popular@reports)   

  General Purpose Financial Supplementary Other@Types@of@FinanC3@   Repor Ⅰ     ng 
Statements Information (inCudes@budgets ， offe Ⅱ     ng 

L     nC   udes@ notes@ to@ Ⅰ     nanC     3         statements, reports to“rantor 

ど ta Ⅰ cemenI ㍉ )   agenCes,‖nd《o’orth) 
  

貸料出所 : じ ASB, o タ ・。 わっ p5   

Other 
Information 

法 府及び司法府への 権 ブ 「 J の分散ジステムの 採用・行政 

府は ，歳出予算及び 法律の範囲内の 活動について 立法 

府 に説明責任を 負い， また両府は市民に 付して説明 茸 

任を負っている． 

②連邦政府システム。 連邦，州及び 地方政府 ) とこ #.1 

らの政府間における 補助金等の資金移動の - , 般性 ・補 

助金等を受領した 政府は。 市民と同様に．資源を 提供 

した政府実体に 対しても説明責任を 負 う ことになる・ 

③納税者と彼等が 受取るサービスの 関係・納税者が 

提供した資源 ( 税斜と 受取るサービスとの 間には比例 

的な関係．交換関係，対応関係は 存在しない・ また政 

府がサービスに 関して独占 権 を むし競争市場が 存征 

しない場合には ，サービスの 効率を測定することがⅢ 

難 となる． さらに政府が 提供するサービス ( 警察。 学 

生 と教員の比率な 円について最適の 量や質を測定す 

ることは極めて 困難であ る． これらの特性は 政府財務 

報 ・笛における 公会計責任の   必要性を強調することにな 

る． 特に政府の場合には ，   叢 - の 全体的な業績評価の 

尺度 ( 例えば。 純利益 や - 株当たりの利益 ) が在府しな 

いために， 財務鞘持の利用者は 多様な尺度で 業績を評 

価することによ。 ). 会計責任評価しなければならない   

。   2. 政府の構造に 起因する統制上の 特性 : ①公共政 

策や財政 計 両の表明としての 予算及び法的強制力をも 

った統制手段としての 予算． 予算はまた業績評価のだ 

めの基礎を提供する． しかし 詳細な業績評価を 行 う 

ためには，サービスの 提供努力と達成目標を 確定する 

とともに，比較のための 実績データを 蓄積することが 

  必要であ る． 

②統制目的のための 基金会計の採用．基金会計を 採 

用する場合，当該実体の 活動成績や財政状態の 表示が 

峻昧 にならないような 方法について 検討することがノ   

要 であ る   

  3. その他の特性 : ①類似した名称をもっ 政府間の 

非類似性，政府実体が 同じ名称 ( ナ l り ， 市 ， 郡な Ⅵであ 

っても， それらが同じ 組織又は同じ 機能を果している 

訳ではない． したがって，財務 報吉 目的を展開する 際 

には． 政府実体の組織， それらが提供するサービスお 

よびその収入源泉の 差異のすべてが 考慮されなければ 

ならない． 

②牧人を創造しない 資本資産 ( 庁令，道路， 橋な Ⅵ 

への多額の投資． 

③政治的なプロセスの 本質．政府は 市民の福祉の 増 

進を重要な目標とするため ，有限な財務資源と 市民の 

掘限な要求を 調和させることによって ，予算均衡を 達 

成しようとする． また市民は最低の 税金で最大のサー 

ビスを獲得しようとする． したがって．財務報告は ， 

経常的な活動がどの 程度。 非経常的収入 ( 長期負債 ) で、 

賄われて。 るかを明らかにする 必要があ る・ 

2. 次に， 報 吉書では． GASB が 1985 年に公表し 

た研究報告書「政府財務報告の 利用者の要求」 291 の 

成果を基本的に 踏襲し財務報告の 主要な利用者とし 

て，次のような 3 つのグループを 確認した・ 

(1    市民バループ @ 視 者 ，有権 者，サービスの 受 

益者，報道機関， 財政研究者なⅥ・ 

Ⅲ 立法府及び監督官吏州立法府，郡の 委員会， 

市議会。 教育委員会等のメンバⅠ他のレベルの 政府 
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に 対して監督責任をもつ 行政府の官吏など ). 

。 3, 投資家及び債権 者 ( 個人及び機関投資家，債権 

者，都市証券引受業者，公債 格 何機関，金融機関な 

ど ) であ る． 

これらの利用者は ，経済的，社会的及び 政治的な意 

思決定や会計責任の 評価に際して ，政府の財務報告を ， 

主に次のような 目的のために 利用している   

。 1, 法的に採択、 された予算と 実際の財務成績を 比較 

するため．例えば ，会計責任を 評価するために ，市民 

や立法府及び 監督団体は，資源が 歳出予算に準拠して 

利用されたという 保証を求める． 

。 2) 財政状態及び 活動成績を評価するため．例えば ， 

投資家及び債権 者は政府の債務返済能力を 評価するた 

めに，財務資源，負債，活動成績，現金フロ 一等の情 

報を要求する ， また市民バループは 増税又はサービス 

料金の値上げの 可能性を評価するために ， 財政状態や 

資源の源泉と 使途に関心をもっ． さらに立法府及び 監 

督 官吏は，資本予算や 経常予算及びプロバラムの 勧告 

書を作成する 際に，全体的な 財政状況を評価すること 

が必要となる． 

@3. 財政関連法規，通則及び 規則の遵守の 決定を助 

けるため．予算や 基金の他に政府の 行動を統制する 債 

権 契約，補助金規制，課税制限等の 他の法的規制が 存 

在する．例えば ，市民は財政上の 責任を評価するため ， 

また立法府及び 監督官吏は予算編成過程を 跡づけるた 

めに法規等の 遵守に関心をもっている ， 

(4, 効率性及び有効性の 評価を助けるため・ 特に市 

民及び立法府議員は ，政府に よ るサービスの 提供努力， 

コスト及び成果に 関する情報を 要求する． この情報は 

他の源泉からの 情報と組合わされる 時 ，政府の経済性， 

効率性及び有効性の 評価に役立つ． また上級官庁など 

補助金の提供機関は 補助金の効率的かつ 効果的な利用 

に関心をもっている． 

これら財務報告の 利用目的のうち ，、 2, は前節で明ら 

かにした財務資源に 対する会計責任に ， またⅢ及び   3) 

は 合規性 会計責任と， さらに。 4, はプロセス・ 効率性会 

計責任及びプロバラム・ 有効性会計責任と 対応するも 

のと考えられる． しかし GASR の現行「基準 書 」 

30 ，では，・   1). (2) および   3. すなわち，財政状態及び 

財務活動成績の 適正表示と財政関連法規等の 遵守の決 

定を公会計システムの 要件として規定するにとどまっ 

ている．従って ，効率性及び 有効性をどのような 形で 

「基準 書 」に取り入れるかが 今後検討すべき 課題であ 

るといえよう ， 

さて．報告書では ，以上のごとく ，政府環境の 特性 

と財務報告の 利用者の要求を 明らかにしたのち ，財務 

報告の目的を 政府の会計責任の 評価と経済的，社会的 

及び政治的な 意思決定に役立っ 情報の提供に 求めてい 

る ． しかし ここでは，会計責任の 評価と利用者の 意 

思決定のうち ，公的に会計責任を 明らかにすべき 政府 

の義務は，企業の 財務報告におけるよりも 重要であ る 

と結論し会計責任の 概念により重要なウェイトを 与 

えている．すなわち ，会計責任は ，政府におけるすべ 

ての財務報告の 基礎として他のすべての 目的が派生す 

る最高目的として 位置づけられているのであ る・ 

ここでは， 会計責任は，公的資源の 調達とそれらの 

資源が利用されている 目白りを，市民に 弁明する政府の 

義務として捉えられている．つまり ，会計責任は ，市 

民が「知る権 利」， すなわち 公 けの議論の対象となる 

事実を受取る 権 利を持つ， という信念に 基づいている 

のであ る． したがって，財務報告は ，民主主義社会に 

おいて公的に 会計責任を明らかにすべき 政府の義務を 

果す際に，重要な 役割を演ずるものとされる． 

この場合に問題となるのは ，「情報開示の 限 別 ，す 

なわち，市民の「知る 権 利」という価値と 情報を提供 

するためのコストをいかに 調和させるかという 点であ 

る． ここでは，財務報告によって 会計責任を明示する 

ことは，最小限，市民によって 賦課された法的な 制約 

の枠内で，政府が 活動したか否かを 評価するのに 役立 

つ情報を提供することであ るとしている． 

本報告書は， 以上のような 広範な公会計責任の 評価 

を ，財務報告の 全体目標として 位置づけ， この目的か 

ら次のような 基本目的及びその 構成目的を導出してい 

る． なお，会計責任は 基本目的の。   1 で特に言及してい 

るが，それは 他のすべての 目的にも内在するものであ 

る． 

Ⅲ 財務報告は，公的に 会計責任を明らかにするべ 

き政府の義務を 果すのを助け ，かっ利用者が 会計責任 

を評価することがきる よう にすべきであ る． このため 

に財務報告は ， 次の情報を提供すべきであ る． 

① 当期の収入が 当期のサービスの 支払いをするの 

に 十分であ ったか否かを 決定するための   情報． これは， 

当期のサービスの 支払いは当期の 納税者が負担すべき 

であ るという期間衡平性の 概念を表明したものであ る． 

② 法律上採択された 予算に準拠して 資源が獲得さ 

れ ，かっ利用されたか 否か ， 及びその他の 財政関連法 
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規 又は契約上の 要求を遵守しているか 否かを明らかに 

する情報． 

③ 政府実体によるサービスの 提供努力， コスト及 

び成果を評価するさいに 利用者の助けとなる 情報． 

12. 財務報告は． 当期の政府実体の 活動成績を評価 

する際に利用者の 助けとなるべきであ る． このために 

財務報告は ， 次の，情報を 提供すべきであ る． 

① 財務資源の源泉と 使途についての・ 情報． これら 

の，同軸 は ，機能 別 ・目的別の流出額，源泉、 別・タイプ 

別の流人 額 ， 故び流入額が 流出額を允足する 程度を説 

明すべきであ る． 

② 政府実体がその 活動の資金をいかに 調達したか， 

またその現金要求をいかに 充足したかについての 情報． 

③ 当期の活動の 結果，実体の 財政状態が改善した 

か 悪化したかを 決定するのに 必要な」、 お 幸は ． 

。   3. 財務報告は． 政府実体によって 提供されうる 

サービスのレベル 及び債務の返済期日が 来た時， 当該 

債務を返済する 能力を評価する 際に利用者の 助けとな 

るべきであ る． このために財務 報円は， 次の情報を捉 

供 すべきであ る． 

① 政府実体の財政状態についての 情報．政府実体 

の主要な財務資源は 徴税と公債発行によっで 調達され 

るので，財務報告は 課税源泉，課税制限，租税負担， 

及び公債発行限度額についての・ 情報を捉供ずべきであ 

る 

② 1 年以上の耐用年数を 有する政府実体の 物的資 

源及びその他の 非財務資源についての・ l 青華ほこれら 資 

源の用役潜在性を 評価するのに 利用できる・ 情報を含 

卸 ． この情報は長期及び 短期資本の要求を 評価する 

のに役立つものであ る． 

③ 資源に対する 法律又は契約上の 規制及び資源に 

関する潜在的な 損失の危険についての 情報． 

なお 報   打碑では。 利用者に対する 情報伝達が有効に 

行われるためには。 財務 報行 における情報 は， 次のよ 

うな基本的特性を 具備しなければならないとする． す 

なわち， 理解可能性，信頼性， 目的適合， 性 ． 適時性． 

ロ尼   - 貫性及び比較可能性であ る． 

v  結 び 

主権 者たる住民の 地域行政過程への 実質的な参加を 促 

進して・公正で 民主的な行政運営を 実現し かつ行政 

に対する住民の 信頼を確保するためには ， 地域財政に 

関する情報開ポ 制度の確立が 不可欠な双提条件となる   

「情報なくして 参加なし」と 占われるように。 住民の 

「知る権 利」 を保障することによって ， 住民は当該当 

治 体の現状と諸問題に 対する理解を 深め， その生活に 

影響を及ぼす 政策の決定及び 執行過程への 参加が。 r 能 

となるのであ る． 

しかし わが国の地方財政に 関する情報公表義務制 

度及び「決算」制度は ， アメリカ， イギリスなど 先進 

諸国の制度に 比べて極めて 不備・不完全であ り，住民 

の「知る権 利」を保障する 制度として有効に 機能して 

いない． すなわち， これらの現行制度は ， 地方自治体 

の財務資源， 効率性・経済性及び 有効性に対する 会計 

責任の評価や 社会的，経済的及び 政治的な意思決定に 

役立っ情報を 提供する制度として 殆 んど機能していな 

いのが実態であ る． 

住民の行政参加， 7.   デ政 監視を促進して 開かれた行政 

を実現するためには ， こうした現状は 早急に改革され 

ねばならない・ GASB の概念報告   苦は 。 わが風の地 

  刀自治体における ， 滝報 開示制度の改革を 考える際に ， 

-- つの重要な万Ⅲを 示唆するものであ り．かかる 方珂 

での制度の確なは ， まさに「時代の 要請に」 芯 えた制度 

の実現」であ るといえよ う ． しかし， こうした情報開 

示 制度を確立するためには ，記録伸 - 式 簿記，及び測定 

。 現金主義，のレベルを 含めた地方公会計制度及び 監査 

制度の抜本的な 改革が不可欠であ ると考えられる． 
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